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　認定ＮＰＯ法人制度は、ＮＰＯ法人が寄附金を集めやすくするための制度です。しかし制度がで
きて約11年が経過した現在でも、約47,000のＮＰＯ法人のうち認定ＮＰＯ法人等はわずか0.9％と、
この制度の恩恵を受ける法人はごく一部に限られています。
　こうした状況を受けて平成23年６月にＮＰＯ法が改正され、租税特別措置法の中にあった認定Ｎ
ＰＯ法人制度が、ＮＰＯ法の中に組み込まれ、認定基準の緩和や仮認定制度の創設、さらに認定Ｎ
ＰＯ法人に対する寄附金の税制優遇措置が拡充されました。また、平成24年４月１日から、認定Ｎ
ＰＯ法人の認定業務をＮＰＯ法人を認証する所轄庁（本県の場合、北九州市、福岡市、県の３つ）
が行うようになったため、認定ＮＰＯ法人に関する相談、申請の窓口がより身近になりました。

　このマニュアルは、ＮＰＯ法人の方が認定ＮＰＯ法人制度について理解し、自分たちで申請書類
の作成ができるよう、なるべく平易な文章と具体的な例を盛り込んで作成しています。

　第１章では、認定ＮＰＯ法人制度の概要と申請から認定までの流れ、第２章では認定ＮＰＯ法人
の税制優遇措置、第３章では認定基準の内容と、２つのサンプル法人を例にした申請書類の作成方法、
第４章では認定ＮＰＯ法人等が認定等の後に提出する書類、第５章では認定ＮＰＯ法人の更新につ
いて説明しています。
　第６章では、認定等の審査の際に重視されるＮＰＯ法人の適正な法人運営のあり方、コンプライ
アンス（法令遵守）についても触れています。自己診断用のチェックリストも掲載していますので、
是非ご活用ください。
　最後の第７章に資料編として、「ＮＰＯ法人会計基準の記載例」、「認定基準の計算に関する注意点」、
「ＮＰＯ法人の税金」、「認定・仮認定ＮＰＯ法人の申請書類一覧」を掲載していますので、こちらも
併せてご活用ください。
　
　多くのＮＰＯ法人の皆様が、このマニュアルを活用して認定を取得されることを心より願ってい
ます。

福岡県　　　　　　
九州北部税理士会　
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＊�このマニュアルの文中では、以下の略称を使用しています。

　ＮＰＯ法・・・・・・・特定非営利活動促進法
　ＮＰＯ法人・・・・・・特定非営利活動法人
　認定ＮＰＯ法人・・・・認定特定非営利活動法人
　仮認定ＮＰＯ法人・・・仮認定特定非営利活動法人

　認定ＮＰＯ法人等・・・認定ＮＰＯ法人及び仮認定ＮＰＯ法人
　認定等・・・・・・・・認定及び仮認定

＊�マニュアルの文中では、寄附金（ＮＰＯ法）と寄付金（ＮＰＯ法人会計基準）

の表示は統一して寄附金を使用しています。

＊このマニュアルで使用している法人名、個人名、住所はすべて架空のものです。

＊このマニュアルは、平成24年４月１日現在の法令に基づいて作成しています。
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